尼崎市介護保険条例

（この条例の趣旨）

第１条　本市が行う介護保険については、法令に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。

（介護認定審査会の委員の定数）

第２条　介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１４条の規定により設置する尼崎市介護認定審査会の委員の定数は、１８０人以内とする。
　　　一部改正〔平１５年条例１４号〕

（地域支援事業の実施）
第３条　本市は、法第１１５条の３８第１項各号に掲げる事業のほか、同条第２号各号に掲げる事業を実施するものとする。
　　　一部改正〔平１８年条例３６号〕

（保険料率）

第４条　平成１８年度から平成２０年度までの各年度における保険料率は、当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
　⑴　介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者　２８，４８４円

　⑵　令第３９条第１項第２号に掲げる者　３５，６０５円
　⑶　令第３９条第１項第３号に掲げる者　４２，７２６円
　⑷　令第３９条第１項第４号に掲げる者　５６，９６８円
　⑸　次のいずれかに該当する者　７１，２１０円
　　ア　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）が２００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者
　　イ　要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、この号の額が賦課されたならば保護（生活保護法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑵に該当する者に限る。次号イ及び第７号イにおいて同じ。）、次号イ又は第７号イに該当する者を除く。）
　⑹　次のいずれかに該当する者　８５，４５２円
　　ア　合計所得金額が２００万円以上４００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者
　　イ　要保護者であって、この号の額が賦課されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ又は次号イに該当する者を除く。）
　⑺　次のいずれかに該当する者　９２，５７３円
　　ア　合計所得金額が４００万円以上６００万円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者
　　イ　要保護者であって、この号の額が賦課されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イに該当する者を除く。）
　⑻　前各号のいずれにも該当しない者　９９，６９４円
　　　一部改正〔平１５年条例１４号、１８年３６号〕

（普通徴収に係る納期）

第５条　普通徴収（法第１３１条に規定する普通徴収をいう。以下同じ。）の方法によって徴収する保険料の納期は、次のとおりとする。
　第１期　６月１日から同月３０日まで
　第２期　７月１日から同月３１日まで
　第３期　８月１日から同月３１日まで
　第４期　９月１日から同月３０日まで
　第５期　１０月１日から同月３１日まで
　第６期　１１月１日から同月３０日まで
　第７期　１２月１日から翌年１月４日まで
　第８期　１月４日から同月３１日まで
　第９期　２月１日から同月末日まで
　第１０期　３月１日から同月３１日まで

２　前項により難いときは、市長が別に納期を定める。

３　第1項に定める期限が土曜日であるときは、この日を休日とみなして民法（明治２９年法律第８９号）第１４２条の規定を適用する。

（第1号被保険者の資格取得、喪失等に伴う保険料額の算定）

第６条　保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得した場合における当該第１号被保険者に係る保険料額の算定は、当該資格を取得した日の属する月から、月割りをもって行う。

２　保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を喪失した場合における当該第１号被保険者に係る保険料額の算定は、当該資格を喪失した日の属する月の前月まで、月割りをもって行う。

３　保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イに掲げる者（同号イ⑵に該当する者に限る。）に該当するに至った第１号被保険者（保険料の賦課期日に同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有していた者に限る。）並びに同号ロ及びハ、同項第２号ロ、同項第３号ロ、同項第４号ロ、第４条第５号イ、同条第６号イ又は同条第７号イに掲げる者に該当するに至った第１号被保険者に係る保険料額は、次に掲げる額の合算額とする。
　⑴　当該異動前における第４条の規定による保険料額の当該異動した日の属する月の前月までの月割りにより算定した額

　⑵　当該異動後における第４条の規定による保険料額の当該異動した日の属する月からの月割りにより算定した額

　　　一部改正〔平１８年条例３６号〕

（保険料額の決定通知）

第７条　保険料額を決定したときは、市長は、速やかにこれを第１号被保険者に通知する。その額を変更したときも、また同様とする。

（保険料の減免等）

第８条　市長は、保険料の納付義務者について災害その他特別の理由がある場合において、特に必要があると認められるときは、当該保険料の納付義務者からの申請により、保険料を減免し、又は６月以内の期間を限ってその徴収を猶予することができる。

（督促）

第９条　保険料を納期限までに納付しない者があるときは、市長は、納付の期限を指定して督促状を発する。

２　前項の督促状により指定する納付の期限は、その督促状を発した日から起算して１１日目とする。

（督促手数料）

第１０条　前条第１項の規定により督促状を発したときは、１通について８０円の督促手数料を徴収する。

（延滞金）

第１１条　保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、当該保険料の金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）であるときは、当該金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。ただし、延滞金の額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

２　前項に規定する延滞金の額の計算に係る年当たりの割合は、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(じゅんねん),閏年)の日を含む期間についても３６５日当たりの割合とする。

（罰則）

第１２条　第１号被保険者が法第１２条第１項本文の規定による届出をしないとき（同条第２項の規定により当該第１号被保険者の属する世帯の世帯主から届出がなされたときを除く。）又は虚偽の届出をしたときは、その者に対し、１００，０００円以下の過料を科する。

第１３条　法第３０条第１項後段、第３１条第１項後段、第３３条の３第１項後段、第３４条第１項後段、第３５条第６項後段、第６６条第１項若しくは第２項又は第６８条第１項の規定により被保険者証の提出を求められてこれに応じない者に対し、１００，０００円以下の過料を科する。
　　　一部改正〔平成１８年条例３６号〕

第１４条　被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは第１号被保険者の属する世帯の世帯主又はこれらであった者が正当な理由なしに、法第２０２条第１項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、その者に対し、１００，０００円以下の過料を科する。

第１５条　偽りその他不正の行為により保険料その他法の規定による徴収金（法第１５０条第１項に規定する納付金及び法第１５７条第１項に規定する延滞金を除く。）の徴収を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過料を科する。

第１６条　第１２条から前条までの規定により科する過料の額は、あらかじめ、その過料を科す者の弁明を聴き、情状により、市長が定める。ただし、その者が正当な理由なくして弁明をしない場合においては、この限りでない。
２　第１２条から前条までの規定による過料を徴収する場合において発する納入通知書により指定する納付の期限は、その納入通知書を発した日から起算して１０日以上を経過した日とする。

（介護給付費準備基金）

第１７条　介護保険事業の運営に要する費用の財源に充てるため、尼崎市介護給付費準備基金（以下「基金」という。）を設置する。

２　基金として積み立てる額は、毎年度尼崎市特別会計介護保険事業費歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

３　基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

４　基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するものとする。

５　基金は、基金の設置目的を達成するため、必要があると認めるときに限り、処分することができる。

（委任）

第１８条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。
　　　付　則
（施行期日）

１　この条例は、平成１２年４月１日から施行する。

（尼崎市介護認定審査会の委員の定数を定める条例の廃止）

２　尼崎市介護認定審査会の委員の定数を定める条例（平成１１年尼崎市条例第２４号）は、廃止する。

（平成１２年度及び平成１３年度における保険料率の特例）

３　平成１２年度における保険料率は、第４条の規定にかかわらず、当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
　⑴　令第３８条第１項第１号に掲げる者　４，５８４円
　⑵　令第３８条第１項第２号に掲げる者　６，８７６円
　⑶　令第３８条第１項第３号に掲げる者　９，１６７円
　⑷　令第３８条第１項第４号に掲げる者　１１，４５９円
　⑸　令第３８条第１項第５号に掲げる者　１３，７５１円

４　平成１３年度における保険料率は、第４条の規定にかかわらず、当該年度分の保険料の賦課期日における次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
　⑴　令第３８条第１項第１号に掲げる者　１３，４５４円
　⑵　令第３８条第１項第２号に掲げる者　２０，１８１円
　⑶　令第３８条第１項第３号に掲げる者　２６，９０７円
　⑷　令第３８条第１項第４号に掲げる者　３３，６３４円
　⑸　令第３８条第１項第５号に掲げる者　４０，３６１円

（平成１２年度分の普通徴収に係る納期の特例）

５　普通徴収の方法によって徴収する平成１２年度分の保険料の納期は、第５条第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。
　第１期　平成１２年１０月１日から同月３１日まで
　第２期　平成１２年１１月１日から同月３０日まで
　第３期　平成１２年１２月１日から平成１３年１月４日まで
　第４期　平成１３年１月４日から同月３１日まで
　第５期　平成１３年２月１日から同月２８日まで
　第６期　平成１３年３月１日から同年４月２日まで

（平成１３年度分の普通徴収に係る保険料の納付額の特例）

６　平成１３年度分の普通徴収に係る保険料の第５条第１項に規定する各納期ごとの納付額は、第５期から第１０期までの各納期ごとの納付額の合計額が第１期から第４期までの各納期ごとの納付額の合計額のおおむね２倍となるように分割して定めるものとする。

（平成１２年度及び平成１３年度における第1号被保険者の資格取得、喪失等に伴う保険料額の算定の特例）

７　保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し、又は喪失した場合における当該第１号被保険者に係る保険料額は、第６条第１項及び第２項の規定にかかわらず、平成１２年度においては、平成１２年度を通じて被保険者資格を有したとした場合の付則第３項の規定による保険料額（次項において「平成１２年度特例保険料額」という。）を６で除して得た額に平成１２年１０月から平成１３年３月までの間において被保険者資格を有する月数（当該被保険者資格を取得した日の属する月を含み、当該被保険者資格を喪失した日の属する月を除く。以下この項において同じ。）を乗じて得た額とし、平成１３年度においては、次の各号に掲げる額の合算額とする。
　⑴　平成１３年度を通じて被保険者資格を有したとした場合の付則第４項の規定による保険料額（以下「平成１３年度特例保険料額」という。）を１８で除して得た額に、平成１３年４月から同年９月までの間において被保険者資格を有する月数を乗じて得た額
　⑵　平成１３年度特例保険料額を９で除して得た額に、平成１３年１０月から平成１４年３月までの間において被保険者資格を有する月数を乗じて得た額

８　保険料の賦課期日後に令第３８条第１項第１号イに掲げる者（同号イ⑵に係るものに限る。）に該当するに至った第１号被保険者（保険料の賦課期日に同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有していた者に限る。）並びに同号ロ及びハ、同項第２号ロ、同項第３号ロ又は同項第４号ロに掲げる者に該当するに至った第１号被保険者に係る保険料額は、第６条第３項の規定にかかわらず、平成１２年度及び平成１３年度においては、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。
　⑴　当該異動した日が、平成１２年４月１日から同年１０月３１日までの間である場合　当該異動後における平成１２年度特例保険料額
　⑵　当該異動した日が、平成１２年１１月１日から平成１３年３月３１日までの間である場合　当該異動前における平成１２年度特例保険料額を６で除して得た額に平成１２年１０月から当該異動した日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額及び当該異動後における平成１２年度特例保険料額を６で除して得た額に当該異動した日の属する月から平成１３年３月までの月数を乗じて得た額の合算額
　⑶　当該異動した日が、平成１３年４月１日から同年９月３０日までの間である場合　当該異動前における平成１３年度特例保険料額を１８で除して得た額に平成１３年４月から当該異動した日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額、当該異動後における平成１３年度特例保険料額を１８で除して得た額に当該異動した日の属する月から平成１３年９月までの月数を乗じて得た額及び当該異動後における平成１３年度特例保険料額に３分の２を乗じて得た額の合算額
　⑷　当該異動した日が、平成１３年１０月中である場合　当該異動前における平成１３年度特例保険料額を３で除して得た額及び当該異動後における平成１３年度特例保険料額に３分の２を乗じて得た額の合算額
　⑸　当該異動した日が、平成１３年１１月１日から平成１４年３月３１日までの間である場合　当該異動前における平成１３年度特例保険料額を３で除して得た額、当該異動前における平成１３年度特例保険料額を９で除して得た額に平成１３年１０月から当該異動した日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額及び当該異動後における平成１３年度特例保険料額を９で除して得た額に当該異動した日の属する月から平成１４年３月までの月数を乗じて得た額の合算額
（平成１８年度における保険料率の特例）
９　介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を改正する政令（平成１８年政令第２８号。以下「改正政令」という。）附則第４条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する第１号被保険者の平成１８年度における保険料率は、第４条第４号又は第５号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　⑴　第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びすべての世帯員（以下「世帯主等」という。）を平成１８年度分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）が課されていない者とした場合において第４条第２号又は第３号に該当するもの　４７，４７２円
　⑵　第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等（地方税法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第５号）附則第６条第２項の規定の適用を受ける者に限る。次号において同じ。）を平成１８年度分の地方税法の規定による市町村民税（以下「平成１８年度分の市町村民税」という。）が課されていない者とした場合において第４条第２号又は第３号に該当するもの　４９，８４７円
　⑶　第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等を平成１８年度分の市町村民税が課されていない者とした場合において同条第４号に該当するもの　６１，７１４円
　　　全部改正〔平成１８年条例３６号〕
（平成１９年度における保険料率の特例）
１０　改正政令附則第４条第１項第３号又は第４号のいずれかに該当する第１号被保険者の平成１９年度における保険料率は、第４条第４号又は第５号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　⑴　第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等を平成１９年度分の地方税法の規定による市町村民税（以下「平成１９年度分の市町村民税」という。）が課されていない者とした場合において同条第２号又は第３号に該当するもの　５２，２２３円
　⑵　第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等（地方税法等の一部を改正する法律附則第６条第４項の規定の適用を受ける者に限る。次号において同じ。）を平成１９年度分の市町村民税が課されていない者とした場合において第４条第２号又は第３号に該当するもの　５６，９６８円
　⑶　第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等を平成１９年度分の市町村民税が課されていない者とした場合において同条第４号に該当するもの　６６，４６５円
　　　追加〔平成１８年条例３６号〕

（平成２０年度における保険料率の特例）
１１　第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主等（平成１９年の合計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以上であった者（地方税法の施行地に住所を有しない者を除く。）に限る。）を平成２０年度分の同法の規定による市町村民税が課されていない者とした場合において同条第２号又は第３号に該当するものの平成２０年度における保険料率は、同条第５号の規定にかかわらず、６４，０８９円とする。
　　　追加〔平成１８年条例３６号〕

（延滞金の割合の特例）

１２　当分の間、第１１条第１項に規定する延滞金の年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（各年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合をいう。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、当該特例基準割合（当該特例基準割合に０．１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。
　　　追加〔平成１８年条例３６号〕

　　　付　則（平成１５．３．２８条例１４）

（施行期日）

１　この条例は、平成１５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった保険料については、なお従前の例による。
　　　付　則（平成１８．３．２８条例３６）
（施行期日）
１　この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった保険料については、なお従前の例による。
尼崎市介護保険規則
（この規則の趣旨）

第１条　この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び尼崎市介護保険条例（平成１２年尼崎市条例第２２号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。
（特例居宅介護サービス費の額）
第２条　法第４２条第１項の規定により居宅要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例居宅介護サービス費の額は、法第４２条第２項に定める基準により算定される額とする。
　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例地域密着型介護サービス費の額）

第２条の２　法第４２条の３第１項の規定により要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する要介護被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例地域密着型介護サービス費の額は、特例地域密着型サービス又はこれに相当するサービスについての法第４２条の３第２項の規定による費用の額の１００分の９０に相当する額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例居宅介護サービス計画費の額）

第３条　法第４７条第１項の規定により居宅要介護被保険者に対して支給される特例居宅介護サービス計画費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。
　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例施設介護サービス費の額）
第４条　法第４９条第１項の規定により要介護被保険者に対して支給される特例施設介護サービス費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（居宅介護サービス費等の額の特例）
第５条　法第５０条の規定により読み替えて適用される同条各号に掲げる規定により本市が定める割合は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第８３条第１項第１号に規定する損害の程度又は同項第２号から第４号までに規定する収入の減少の程度を勘案して、市長が別に定める。

（特例特定入所者介護サービス費の額）

第５条の２　法第５１条の３第１項の規定により特定入所者（法第５１条の２第１項に規定する特定入所者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例特定入所者介護サービス費の額は、法第５１条の３第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例介護予防サービス費の額）
第６条　法第５４条第１項の規定により居宅要支援被保険者（法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者をいう。以下同じ。）に対して支給される特例介護予防サービス費の額は、法第５４条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例地域密着型介護予防サービス費の額）

第６条の２　法第５４条の３第１項の規定により居宅要支援被保険者に対して支給される特例地域密着型介護予防サービス費の額は、特例地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスについての同条第２項の規定による費用の額の１００分の９０に相当する額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（特例介護予防サービス計画費の額）

第７条　法第５９条第１項の規定により居宅要支援被保険者に対して支給される特例介護予防サービス計画費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（介護予防サービス費等の額の特例)

第８条　法第６０条の規定により読み替えて適用される同条各号に掲げる規定により本市が定める割合は、省令第９７条第１項第１号に規定する損害の程度又は同項第２号から第４号までに規定する収入の減少の程度を勘案して、市長が別に定める。

　　　一部改正〔平成１８年規則４４号〕
（特例特定入所者介護予防サービス費の額）

第８条の２　法第６１条の３第１項の規定により特定入所者に対して支給される特例特定入所者介護予防サービス費の額は、同条第２項に定める基準により算定される額とする。

　　　追加〔平成１８年規則４４号〕

（保険料端数金額の合算）

第９条　条例第５条第１項の各納期又は同条第２項の規定により定められた各納期に納付すべき保険料の額に１００円未満の端数があるときは、その端数金額を最初の納期に納付すべき保険料に合算する。

（保険料額の決定通知)

第１０条　条例第７条の規定による保険料額の通知は、介護保険料決定通知書又は介護保険料変更通知書により行う。
（保険料の減免等）

第１１条　条例第８条に規定する災害その他特別の理由がある場合において、特に必要があると認められるときは、省令第８３条第１項各号に掲げる特別の事情があるときその他市長が特に必要があると認めるときとする。

（保険料の減免等の申請）
第１２条　条例第８条の規定により保険料の減免又は徴収の猶予（以下「減免等」という。）を受けようとする者は、介護保険料減免・徴収猶予申請書にその理由を証する書類を添えて市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、その結果を申請者に通知する。

（減免等の取消し）
第１３条　市長は、減免等を受けた者が次のいずれかに該当する場合においては、これを取り消すことができる。
　⑴　資力その他の事情が変化したため減免等を受けることが不適当であると認められるとき。
　⑵　虚偽の申請その他の不正行為により減免等を受けていたとき。

２　市長は、前項の規定により減免等を取り消したときは、減免等により支払を免れた額又は徴収を猶予された額を一時に徴収するものとする。

（過誤納金の取扱い）

第１４条　市長は、過納又は誤納となる徴収金（以下「過誤納金」という。）があるときは、遅滞なくこれを還付するものとする。

２　市長は、前項の規定により過誤納金を還付すべき場合において、その還付を受けるべき者につき納付すべきこととなった徴収金があるときは、同項の規定にかかわらず、過誤納金をその徴収金に充当する。

３　市長は、前項の規定により充当したときは、その旨を当該納付義務者に通知する。

（第三者の行為による損害等の届出)

第１５条　被保険者は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合においては、その旨を速やかに市長に届け出なければならない。

（施行の細目）

第１６条　この規則の規定による申請書その他の様式等条例の施行について必要な事項は、主管局長が定める。

　　　付　則

　この規則は、平成１２年４月１日から施行する。

　　　付　則（平成１８．３．３０規則４４）
　この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定、第３条の改正規定、第４条の改正規定及び第５条の次に１条を加える改正規定は、公布の日から施行する。
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